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研 究 報 告

がん相談に従事する看護師の就労支援とその困難の実態
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Abstract

[Objective] In this study, we surveyed nurses engaged in cancer consultation to clarify the actual working support 

they provided to cancer patients, when they provided such support, and speci�c di�culties they experienced while 

providing such support.

[Methods] A questionnaire survey was conducted in May 2017 among nurses with at least 6 years of  clinical experi-

ence who were mainly engaged in cancer consultation at 426 designated cancer hospitals, and responses were obtained 

from 106 nurses (recovery rate: 24.9%; valid response rate: 100%).

[Results] ‘Coordination with patient’s employer about working ability judgement’ and ‘information sharing with the 

place of  employment’ were found to be di�cult by approximately 90% of  the nurses, while approximately 90% of  the 

nurses were not practicing these support activities. The level of  this di�culty di�ered signi�cantly depending on the 

availability of  a working support manual. The proportion of  nurses experiencing di�culty and the level of  their sense 

of  di�culty at the time of  ‘progression/recurrence/metastasis,’ ‘transition to palliative care,’ or ‘changes in physical 

conditions’ were greater than those at the time of  any other event. Nurses with CNS/CN certi�cates experienced a 

signi�cantly lower level of  di�culties at the time of  changes in physical conditions.

[Conclusions] The working support manual serves as an information source that nurses can rely on while cooperat-

ing with the place of  employment. Conviction and con�dence of  CNS/CN in care results can reduce the expected dif-

�culties in terms of  working support when the future course of  the patient’s physical condition is uncertain.

要 旨

本研究の目的は，がん患者への就労支援の内容と時期について，がん相談に従事する看護師による実践
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状況およびその困難の実態を明らかにすることである．
がん診療連携拠点病院426施設において，主にがん相談に従事する臨床経験6年以上の看護師を対象と
して2017年5月に質問紙調査を実施し，106名（回収率24.9%，有効回答率100%）の回答を得た．
「就労先との就労可否の判断の調整」「就労先との情報共有」は，看護師の約9割が実践していないにも
かかわらず，困難を感じる割合が約9割と高かった．この困難の程度は就労支援マニュアルの有無と有
意差があった．「進行・再発・転移時」「緩和ケア移行時」「身体状況変化時」の時期に，困難を感じる割
合，程度ともに他の項目より高かった．身体状況変化時の困難の程度は専門看護師（CNS）・認定看護師
（CN）の有資格者で有意に低かった．
就労支援マニュアルは就労先との連携におけるよりどころとなる．CNS・CNのケアの成果に対する確
信や自信は，身体的経過の見通しが不確かな時期に先を予測した就労支援の困難感を低減する．

I. 緒言

A. がん患者の就労支援における医療機関の役割
厚生労働省（2016a）の資料では，2012年の調査に

よると，がん患者の約3人に1人は就労可能年齢で罹
患し，仕事を持ちながらがん治療のため通院する者
は32.5万人と推計されている．また，2013年の調査に
よると，がん診断時点で就労していた者の約35%が
がん診断後に依願退職・解雇されたが，他の55%は
これまで通りの業務量での勤務継続を希望し，約20%

は業務量を減らしての勤務継続を希望していた．つま
り診断時点では勤労者の75%は業務量を調整しなが
らも勤務を継続することを希望しているが，実際には
診断後に35%の人が依願退職や解雇に至っていると
いう現状がある．
このようながん就労者の治療と職業生活の両立を支
援するために，2016年に，国の取り組みとして医療機
関，職業安定所や社会保険労務士（以下，社労士），
企業などの多職種，多職域が連携する包括的な就労支
援事業が始まった（厚生労働省，2014a）．ここで，医
療機関に期待されているのは，「すぐに仕事を辞める
必要はないこと」を患者に伝え，就労に配慮した診
療・相談の対応や情報提供する体制を整備するととも
に，就労支援に関する知識・スキルの向上に努め，社
労士や企業と連携し仕事と治療の両立を支援すること
である．しかし，がん就労者の就労支援における医療
機関側に対するニーズおよび医療機関が持つ課題とし
て以下の点が報告されている．そのニーズ・課題は①
就労ニーズを把握する体制，②症状に関する相談・解
決方法の提示，③就労ニーズや労働環境を意識した治
療方針の説明，④経済的負担の見通しに関する情報提
供，⑤就労上の課題の解決を図る支援，⑥就労先との
情報共有，⑦就労先との就労可否の判断の調整である
（厚生労働省，2016b）．これらの課題に対しては，医
療従事者向けの就労支援マニュアルやガイド（がん情
報サービス，2014; がん対策情報センター，2017）の
整備が提唱されている．
B. がん患者の就労支援における看護師の役割
がん診療連携拠点病院は，がん相談支援センターの

設置とがん相談に従事する者の配置が義務付けられて
おり，その相談員は就労支援において全人的にアセス
メントし，連携し得る適切な専門職や部署・機関につ
なぎ，適切な情報提供をすることが役割として期待さ
れている（がん情報サービス，2014, p.83）．最近の研
究においては，がん相談に関する看護介入として，心
理的支援，意思決定支援，家族支援，身体症状コント
ロール，医療費の相談の順に多いことが報告されてい
る（黒木・生山・腰原他，2015, p.58）．また，がん患
者の療養相談における意思決定支援は，意思決定の方
向性や先に進むための具体的な取り組みの明確化を促
進すること（川崎，2015, p.281），がん就労者に対する
看護師の就労相談は，日常生活上の留意点の職場への
公表やワークモチベーションを高めることが報告され
ており（佐藤・吉田・前田他，2013, p.82），がん相談
における看護師による就労支援の有効性が示唆されて
いる．また，がん相談支援センターにおける就労支援
の困難としては，がん相談支援センターの認知度が低
く，関係する専門部署・職種間の連携に課題があり，
がん相談員が包括的な就労支援のシステムの中で就労
ニーズを的確に把握する難しさが挙げられている（が
ん情報サービス，2016）．
がんは多様な症状を発現し進行・再発する疾患特性
があることから，治療経過の時期に応じた介入が必要
と考える．そこで本研究では，がん相談に従事する看
護師の就労支援の内容と時期に関する実践状況および
その困難の実態を明らかにすることを目的とする．が
ん相談に従事する看護師は，タイムリーに就労ニーズ
を把握して他部署・他職種につなぐ役割を持つことか
ら（がん情報サービス，2014, p. 83），包括的な就労支
援のシステムの中で要となる立ち位置にある．そのた
め，看護師の就労支援に焦点を当て，実践状況とその
困難の実態が明らかになることにより，がん就労者の
就労支援におけるより具体的な示唆が得られるのでは
ないかと考える．
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II. 研究方法

A. 研究デザイン
本研究デザインは，実態調査型研究である．

B. 用語の操作的定義
本研究では，がん患者・経験者の就労支援のあり方
に関する検討会報告書（厚生労働省，2014a）を参考
に以下の用語を定義する．
がん就労者とは，がんに罹患した就労者（雇用形態
にかかわらず，企業や事業場で仕事についている者）
とする．
がん患者の就労支援とは，がん患者の治療と職業生
活との両立を支援することと定義する．
C. 研究対象者・データ収集方法
研究対象者は，主に施設内でがん相談に従事する
臨床経験6年以上の看護師とした．対象者の選定基準
は，がん診療連携拠点病院のがん患者指導管理料の算
定基準（5年以上がん患者の看護に従事した経験を有
し，かつ6月以上の研修を修了した者）を参考に，臨
床経験6年以上とした．
「がん診療連携拠点病院等一覧表（平成28年10月1

日現在）」として厚生労働省が指定・公表する全国426

施設の長に対して，研究対象者としてがん相談に主に
従事する臨床経験6年以上の看護師1名の推薦を依頼
し，推薦する研究対象者に対して無記名自記式質問紙
を配付してもらった．質問紙は，研究対象者の自由意
思により個別に郵送法で返送することをもって回収し
た．2017年5月に依頼し，回収期限は1ヶ月とした．
D. 質問紙の作成
就労支援の内容と時期の項目は，就労支援における
医療機関側のニーズ・課題（厚生労働省，2014a）を
参考に設定した．プレテストは，がん診療連携拠点病
院でがん相談に従事している看護師5名をネットワー
ク法により選定し，参加の同意が得られた3名から協
力を得た．プレテストの結果に基づき，質問紙の設問
の項目・方法によって調査目的に適った回答が得られ
るか研究者間で検討・修正するとともに，回答者から
回答に迷う設問や疑問など指摘があった点を修正して
質問紙を完成させた．
E. 調査内容
対象者の属性および勤務状況などに関する設問は，
性別，年齢，臨床経験年数，がん相談経験年数，専門
看護師（以下，CNS）・認定看護師（以下，CN）の資
格の有無など基本属性の5問，配属場所，勤務形態，
就労支援マニュアルの有無など3問とした．就労支援
の実践に関する設問は，実践している割合や実践して
感じる困難など15問とした．就労支援の実践に関す
る細項目の構成は，就労ニーズの把握や就労先との就
労可否の判断の調整など就労支援の内容7項目，がん
診断前や復職・休職時など就労支援の時期8項目とし

た．15分程度で回答できる全25問とした．なお，困
難の程度については，1～4のリッカートスケール（1. 

感じない，2. あまり感じない，3. やや感じる，4. とて
も感じる）を用いて調査した．
F. データ分析方法
統計ソフト IBM SPSS Ver.21を用いて，就労支援の
内容と時期について実践している割合，実践して感じ
る困難の割合については単純集計し，困難の程度に
ついてはリッカートスケールに1～4点の得点を付与
して度数分布を算出した．臨床経験年数（6～20年群
と21年以上群），がん相談経験年数（4年以下群と5年
以上群），資格（CNS・CN）の有無，支援マニュアル
の有無と，困難を感じる程度の比較についてはMann–
WhitneyのU検定を行い，5%有意水準とした．
なお，特定領域のエキスパートナースの特性（石
井・藤田，2014, p.33）として，その特定領域で5年以
上の臨床経験および対象者へのケアに関わった経験が
あり，高度な看護ケアを展開していると周囲から認め
られていることが示されている．これを参考に，がん
相談経験年数を4年以下と5年以上の2群に区分した．
G. 倫理的配慮
研究対象者の所属施設長，看護部長に文書で研究協
力を依頼し，該当する研究対象者に研究依頼文書を配
付してもらった．研究対象者に，研究目的と方法，研
究協力への任意性の確保，研究協力の如何により不利
益を被らないこと，得られたデータは統計的に処理し
研究目的にのみ使用することを文書で説明するととも
に，個人のプライバシーに配慮するため質問紙は無記
名とした．質問紙の返信をもって，研究参加への同意
を得たものとした．本研究は，研究代表者所属施設の
研究倫理審査委員会の承認（承認番号28-116）を得て
実施した．

III. 結果

A. 研究対象者の属性および勤務状況等（表1）
全国のがん診療連携拠点病院426施設に質問紙調査
を依頼した結果，がん相談に従事する臨床経験6年以
上の看護師106名から回答があり（回収率24.9%），有
効回答率は100%であった．対象者所属施設の所在地
域は，北海道，東北，関東，中部・東海，近畿，中
国・四国，九州・沖縄の7地域それぞれ9（8.5%）～23

（21.7%）施設の分布であった．がん患者指導管理料
の算定ありは97名（91.5%）であった．施設内で活用
するがん就労支援マニュアルありは40名（37.7%）で
あった．施設内で活用する就労支援マニュアルは，が
ん就労者および事業所に向けて国や行政機関などが
作成したものであった．対象者の性別は女性が104名
（98.1%），年齢は40～50歳代が80名（75.5%）であっ
た．臨床経験年数は21年以上が67名（63.2%），がん
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相談経験年数は5年以上が57名（53.8%）であった．
有資格（CNS・CN）者は77名（72.6%），「がん相談」
業務を専従・専任とする者は84名（79.2%）であっ
た．
B. がん就労支援の実践と困難の実態

1.　就労支援内容と支援時期別の実践割合（図1）
支援内容では，「症状に関する相談・解決方法の提

示」，「就労ニーズの把握」については対象者の9割
が実践していたが，「就労先との就労可否の判断の調
整」，「就労先との情報共有」については1割未満で
あった．
支援時期では，受診から確定診断までの「がん診断
以前」については約8割の看護師が実践していなかっ
たが，「がん診断以前」を除くすべての時期で，約6～
8割の看護師が就労支援を行っていた．

2.　就労支援を実践して困難を感じる割合・程度
（図2，表2）
支援内容における困難では，困難をとても感じる・
やや感じる者の割合が多かったのは，「就労先との情
報共有」が82.1%（87名），「就労先との就労可否の判
断の調整」が79.2%（84名），「就労上の課題解決支援」
が74.5%（79名）の順であった．これら3項目は，困
難を感じる程度の順位も上位であり，中央値は「やや
感じる」を示す3.0より高値であった．
支援時期における困難では，困難をとても感じ
る・やや感じる者の割合が多かったのは，「進行・再
発・転移時」が80.2%（85名），「身体状況変化時」が
79.2%（84名），「緩和ケア移行時」が73.6%（78名）
の順であった．これら3項目は，困難を感じる程度の
順位も上位であり，中央値は「やや感じる」を示す
3.0より高値であった．

3.　属性による就労支援を実践して感じる困難の程
度の比較（表2）

7項目の支援内容のうち，「就労ニーズの把握」と
「症状に関する相談・解決方法の提示」は，CNS・

CNの資格有り群の方が無し群より，困難感が有意
に低かった（それぞれU=694.5, p=.013；U=691.5, 

p=.025）．「就労先との情報共有」「就労可否の判断の
調整」は，就労支援マニュアルの有り群の方が無し群
より，困難感が有意に低かった（それぞれU=711.5, 

p=.014；U=692.5, p=.035）．
8項目の支援時期のうち，「初期治療開始時」，「退
院時」，「復休職時」，「身体状況変化時」はCNS・CN

の資格有り群の方が無し群より，困難感が有意に低
かった（それぞれU=499.5, p=.008；U=476.5, p=.026；
U=485.5, p=.007；U=610.5, p=.038）．
がん相談経験年数4年以下と5年以上の群により比
較した結果，支援内容，支援時期ともに有意差はみら
れなかった．

IV. 考察

本調査対象者の所属施設は，全国7地域にそれぞれ
1～2割の比率で分布しており，対象者の分布には地
域の偏りがなかった．また，約9割の所属施設で「が
ん患者指導管理料」が算定されていたことから，がん
看護に関するCNS・CNの資格を持つ看護師が専任で

表1. 対象者の属性および勤務状況等

項目 人数 %

性別
男性 2 1.9
女性 104 98.1

年齢
30歳代 22 20.8
40歳代 46 43.4
50歳代 34 32.1
60歳代 4 3.8

臨床経験年数
6～10年 2 1.9
11～15年 16 15.1
16～20年 21 19.8
21～25年 36 34.0
26年以上 31 29.2

がん相談経験年数
4年以下 49 46.2
5～9年 34 32.1
10～14年 14 13.2
15年以上 9 8.5

資格（複数回答）
がん看護：CNS 25 23.6
緩和ケア看護：CN 21 19.8
がん性疼痛看護：CN 11 10.4
がん化学療法看護：CN 10 9.4
その他：CNS （1） ・CN （8） 9 8.5
資格なし 29 27.4
無回答 3 2.8

配属場所
がん相談支援センター 69 65.1
がん化学療法外来 11 10.4
緩和ケアセンター（室） 11 10.4
その他 10 9.4
無回答 5 4.7

「がん相談」の勤務形態
専従（業務の8割以上） 64 60.4
専任（業務の5割以上） 20 18.9
兼任（業務の3割以上） 19 17.9
無回答 3 2.8

がん就労支援マニュアルの有無
あり 40 37.7
なし 62 58.5
無回答 4 3.8

所在地域
北海道 9 8.5
東北 17 16.0
関東 20 18.9
中部 10 9.4
近畿 16 15.1
中国・四国 10 9.4
九州・沖縄 23 21.7
無回答 1 0.9

N=106
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がん相談に従事する体制が整っている施設であった．
以下，これらの施設で勤務する看護師の就労支援の実
態と支援の際に抱く困難について，がん相談体制の拡
充およびがんの疾患・治療の特性の2つの観点から，
考察を加える．
A. がん相談体制の拡充
全国のがん相談支援センターでがん相談に専従・専
任で従事している者の割合は，2009年度，2015年度
ともに約5割であった（厚生労働省，2016b）．今回実
施した調査では，がん相談に専従・専任で従事して
いる者の割合は8割に増加しており，約7割の看護師
がCNS・CNの有資格者であった．このことから，わ
が国のがん相談の体制は，がん看護に関する専門的な

知識と経験を有する看護師が，がん相談が必要なとき
には適切に対応できるよう整備されてきているといえ
る．このがん相談体制が拡充した要因の1つとして，
2014年のがん診療連携拠点病院の施設基準（厚生労働
省，2014b）の見直しに併せて，がん患者管理指導料
の施設基準（厚生労働省，2014c）としてCNS・CNの
資格を持つ専任の看護師の配置が義務付けられたこと
が考えられる．
B. がん就労者への就労支援の実態と課題

1.　就労支援内容の実態と課題
本調査結果から，がん相談に従事する看護師の就労
支援の実態として，支援内容と支援時期により，実践
の割合，実践して感じる困難の割合・程度には違いが

図1. 就労支援を実践している割合
N=106　グラフ内の数値は回答数を示す．

図2. 就労支援を実践して困難を感じる割合
N=106　グラフ内の数値は回答数を示す．
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がん相談に従事する看護師の就労支援とその困難の実態

あり，その困難の程度には，CNS・CNの資格の有無，
就労支援マニュアルの有無による有意差があることが
明らかとなった．
就労支援の支援内容では，症状に関する相談や就労
ニーズの把握については，看護師の約9割が実践して
いた．実践の割合が高い理由として，症状に関する相
談は，2016年の包括的な就労支援事業がスタートする
前から，がん相談に従事する看護師にとっては重要な
役割として実施されてきたことが考えられる．がん就
労者は，治療中から治療後も多様な身体症状をセルフ
ケアしながら，仕事の内容やペースと折り合いをつけ
治療と両立することを余儀なくされる．そのため，就
労継続に影響を及ぼす症状により仕事上の責任を十
分に果たせない困難さを抱えている（佐藤・吉田・前
田，2013, p.81）．一方で，就労継続の様相として，就
労ニーズに適う職場の理解や，疾患・治療による症状
をコントロールできている症状安定の自覚が報告され
ている（和田・稲吉，2013, p.41）．このように，症状
に関する相談は就労を継続するうえで重要な意味を持
つことから，症状の相談と就労ニーズの把握は密接に
関連する支援内容であることが双方の実践の割合が高
い理由の1つといえよう．
また，この2つの支援内容を実践して感じる困難さ
にはCNS・CNの資格の有無による有意差はあるが，
がん相談経験年数4年以下と5年以上の群による有意
差はなかった．このことから，症状の相談と就労ニー
ズの把握に関する困難さには，CNS・CNの症状マネ
ジメントやコンサルテーションなどに関する専門的な
あるいは熟練した知識や技術に裏付けられたケアの成
果に対する確信や自信が反映していることが考えられ
る．なお，本調査対象者であるがん相談に従事する看
護師およびCNS・CNの有資格者は，5年以上がん看護
に従事した経験を有することが要件とされている．今
回，がん相談経験年数による差がみられなかった理由
として，本調査対象者が特定領域のエキスパートナー
スの特性（石井・藤田，2014, p.33）とされる5年以上
のがん看護の経験を有していたことが考えられる．
一方，就労先との「就労可否の判断の調整」や「情
報共有」については，看護師の約9割が実践していな
いにもかかわらず，困難を感じる割合が約9割と高
かった．つまり，実践していないにもかかわらず予期
的に困難を感じている者が多いことがいえる．秘匿性
の高い個人情報を扱い就労先と連携する支援内容は実
践経験がなく，包括的な就労支援システムに起因す
る特有な課題であり，これまでのがん相談に関する知
識・経験では対応しきれないことが考えられる．ま
た，看護師が就労先と連携する支援内容を実践してい
ない理由として，就労先との連携における看護師の役
割の不明確さが考えられる．がん治療スタッフ向けガ
イドブック（がん対策情報センター，2017）に示され

た書式例によると，就労先は主治医に就労者の勤務情
報を提供して就労可否の判断について意見を求めるこ
とを想定している．しかし，就労先にとっては，就労
者が症状をマネジメントしながら就労継続するのを支
援するうえで，医師による医学的な情報提供・判断に
併せて，看護師による身体・心理・社会・生活面から
の情報提供・判断は有用であり，就労先との連携にお
ける看護師の役割を明確にすることも必要と考える．
この就労先との連携に対して感じる困難には就労支
援マニュアルの有無による有意差があった．このこと
から，判断のよりどころとなる就労支援マニュアルの
有効活用は，実践経験がない支援内容に対する予期的
困難感を低減することがいえる．しかしながら，就労
支援マニュアルが有ると回答した看護師が4割にも満
たなかった結果については，がん診療連携拠点病院に
おいても就労支援に関する情報や意識が十分に浸透し
ておらず，既存の就労支援マニュアルについても施設
全体として周知・活用されていない可能性が推察され
る．その要因として，国の重点目標とする包括的なが
ん就労支援の取り組み開始から間もないこと，また，
医療機関の活用ニーズに合った治療スタッフ向け就労
支援マニュアル（がん対策情報センター，2017）は今
回調査直前まで発行されていなかったことも考えられ
る．それらが有効活用されるよう周知方法の検討が必
要と考える．このような中で，平成30年度診療報酬
改定（厚生労働省，2018）に伴い，個別改定項目とし
てがん患者の治療と就労の両立支援が明示されたこと
は，医療機関においても組織的な就労支援体制の整
備・周知の追い風となることが期待される．

2.　就労支援時期の実態と課題
「がん診断以前」を除くすべての時期で，看護師の

6～8割が就労支援を実践していたが，受診から確定
診断までの「がん診断以前」では就労支援を実践して
いる看護師は約2割であった．さらに，「がん診断以
前」の就労支援については，予期的に困難を感じる
者も含めると約5割が困難を感じていた．このことか
ら，がん診断前の就労支援に至らない理由は，看護師
がこの時期に患者と関わる機会がなく，さらに，患者
自身の確定診断前の就労に対する関心が低いために，
就労支援へのニーズを把握できないことであると考
えられた．がんの疾患特性から初発症状や確定診断の
ための検査によっては診断以前から就労に影響するこ
とも考えられ，がん診断以前の就労支援の必要性も推
測できる．しかし，就労支援の窓口となるがん相談支
援センターの認知率は，一般市民で10%未満（2013

年調査），がん診療連携拠点病院のがん体験者で約
50%（2014年調査）と低い現状がある（厚生労働省，
2016b）．また，「がん診断以前」の就労支援の実践の
割合が低い理由として，就労はがん患者が直面する困
りごとの1つではあるが（がん情報サービス，2014），
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確定診断前の患者の関心の優先順位が診断・治療にあ
るため，看護師もその関心の優先順位をとらえた結果
と推察された．先行研究では，就労支援を実践して
困難に感じる理由の1つとして，〈がん診断前後や病
状進行時期によっては就労に対する患者の関心が低
い〉ことが報告されている（新田・下平・矢野，2018, 

p. 6）．つまり，がん診断以前は，患者自身の関心は就
労よりも診断や治療に寄せられている．しかし，看護
師は先を見据えて予期的にこの時期から就労支援を行
う必要性を感じているものの，患者が関心を寄せてい
ない事柄に関して支援の手がかりがつかみにくく，実
践することに困難を感じている可能性がある．これら
のことから，看護師は「がん診断以前」の就労支援が
必要と考えているが，そのニーズを十分に把握できな
いために現実には実践に結びついていない現状が推察
された．
これまで公表された就労支援ガイドブックなど（厚
生労働省，2016c; がん対策情報センター，2013; がん
対策情報センター，2017）は，「がん診断以前」の介
入を示していない．しかし，がん診断時点で就労して
いた者の約2割が退職し，その約4割は治療開始前に
離職している（厚生労働省，2016a）．また，がん診断
時に就労していた外来化学療法患者の約55%は就労
について相談しておらず，28.8%が診断から治療開始
前に退職していたとの報告（塩ノ谷・黒部・北澤他，
2017, p.62–63）がある．治療と仕事の両立の可能性が
考えられるにもかかわらず，治療開始前に離職するの
を回避するための方策として，就労に対する患者の関
心が低い「がん診断以前」に，がん相談につなげて潜
在的な就労支援へのニーズを把握する必要性が考えら
れる．
就労支援の「身体状況変化時」，「進行・再発・転移
時」，「緩和ケア移行時」の時期では，就労支援の実践
の割合，困難を感じる割合・程度のいずれも他の時期
に比較して高かったことから，身体状況の変化や治療
方針の変更の時期に就労支援のニーズは高く，支援が
難しいことが推察された．がんの疾患特性として，完
治が望めず，侵襲的な治療を繰り返し，進行・再発の
経過や症状発現は多様な様相を呈することから，先の
見通しが立ちにくい．さらに，進行，再発，転移とい
う転帰をたどるがん就労者は，身体面の変化時には自
身の認識とは異なる病状をバッドニュースとして伝え
られることも推察される．初めて化学療法を受けるが
ん就労者は，仕事を両立するうえで病気や治療が体
に及ぼす変化や治療効果がわからず仕事上の役割の
見通しがつかない困難（田中・田中，2012, p.65）があ
り，復職するうえで「病気や治療法の見通しを知りた
い」という医療者への要望（堀井・小林・鈴木，2009, 

p.121）がある．しかし，がんの病態や治療に加えて
就労環境の多様さは，医療者にとっても今後の見通し

の判断を難しくしていることが考えられる．これらの
ことから，身体的経過の見通しが不確かな時期に先を
予測した就労支援の難しさや，病状の進行・悪化によ
り患者の就労ニーズに身体状況が伴わないと考えられ
る時期に患者の就労ニーズに沿った課題解決の難しさ
があることが推察され，がん就労支援に特有ながんの
疾患特性に起因する課題であるといえる．
また，身体状況の変化や治療方針の変更の時期に就
労支援をして感じる困難の程度はCNS・CNの資格の
有無による有意差がみられた．この困難の程度の差に
は，CNS・CNの専門的なあるいは熟練した知識や技
術に裏付けられたケアの成果に対する確信や自信が反
映していることが考えられる．
C. 看護への示唆と課題
本調査により，がん相談に従事する看護師はがん診
断時から緩和ケア移行までの時期において，困難を感
じながらも就労支援を実践している実態が明らかと
なった．また，専門的なあるいは熟練した知識や技術
に裏付けられたケアの成果に対する確信や自信が就労
支援の困難感を低減していることがいえる．このこと
から，がん相談に卓越した看護師は診断・治療の経過
時期に応じてどのように就労支援しているのか，その
実践から帰納的にがん就労支援の構造を明らかにする
ことにより，就労支援のモデルを構築する必要があ
る．
また，「がん診断以前」については，今後の治療経
過を見通し潜在する就労ニーズを予測して予期的に困
難を感じているが，就労支援に至っていないことが推
察された．診断のための精査から治療開始までの期間
が短いことが予想される患者などの場合，その初期対
応がその後の関係専門職とのスムーズな連携につなが
るのではないだろうか．患者や家族にとって〈衝撃的
な患者のがんの診断〉（菊地・神田，2017, p.762）以前
に，仕事をすぐ辞めないための制度の活用や一般的な
治療の見通しなど予備知識の提供は，診断後の就労継
続に関する意思決定への支援となり得る．がん診断以
前は早期離職を回避するための重要な就労支援の初期
対応時期であると考えられる．そのため，「がん診断
以前」の潜在的な就労支援のニーズを調査するととも
に，「がん診断以前」の就労支援の有用性について検
証する必要がある．

V. 本研究の限界

本調査結果は，全国を代表するがん診療連携拠点病
院で，専任でがん相談に従事する体制が整っている施
設に限定された就労支援の実態である．今後は，がん
診療連携拠点病院でない施設や専任・専従でない施設
で勤務する就労支援の実態を明らかにする必要があ
る．
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VI. 結論

がん相談に従事する看護師の就労支援の実践状況と
その困難の実態を調査した結果，がん診断時から緩和
ケア移行までの時期においては，6～9割の看護師が
困難を感じながらも就労支援を実践していることが明
らかとなった．
支援内容7項目のうち，「就労先との就労可否の判
断の調整」，「就労先との情報共有」については約9割
が実践していないにもかかわらず，困難を感じると回
答した割合が約9割と高かった．これらの困難の程度
は就労支援マニュアルの有無と有意差があったことか
ら，就労支援マニュアルは，就労先との連携における
よりどころとなるといえる．
支援時期8項目のうち7項目については6～8割が実
践し，「進行・再発・転移時」，「身体状況変化時」，「緩
和ケア移行時」の順で困難を感じる割合・程度が高
かった．身体状況変化時の困難の程度はCNS・CNの
有資格者で有意に低かったことから，CNS・CNの専
門的なあるいは熟練した知識や技術に裏付けられたケ
アの成果に対する確信や自信は，身体的経過の見通し
が不確かな時期に先を予測した就労支援の困難感を低
減するといえる．
「がん診断以前」の就労支援をしている割合は約2

割であったにもかかわらず，約5割が困難を感じると
回答していた．「がん診断以前」の潜在的な就労支援
のニーズを調査するとともに，「がん診断以前」の就
労支援の有用性について検証する必要がある．
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